
 

津幡町告示第５２号 

津幡町カーボンニュートラル加速化事業補助金交付要綱（令和５年津幡町告示第６１号）の一

部を次のように改正する。 

 

  令和８年７月１７日 

 

                          石川県津幡町長 吉 田 克 也 

 

第２条第１項第５号中「かかわらず」の次に「、また、公用ＥＶバスについては、契約期間中

の走行距離の上限として取り決めた範囲内の使用について」を加え、「及び蓄電池設備」を「、蓄

電池設備及び高効率給湯器」に改め、「諸経費」の次に「並びに公用ＥＶバスの取得価格及び法定

点検費用」を加え、同項第６号中「及び蓄電池設備(太陽光発電設備と同時に設置する場合)」を

「、蓄電池設備(太陽光発電設備と同時に設置する場合)及び高効率給湯器」に改め、「行う事業者」

の次に「及び公用ＥＶバス車両の所有者」を加える。 

別表の１の表中「別紙２の２⑵ア（ア）」を「別紙２の２ア（ア）」に改める。 

別表の２の表中「別紙２の２⑵ア（イ）」を「別紙２の２ア（イ）」に改める。 

別表の３の表中「別紙２の２⑵エ（ツ）」を「別紙２の２エ（ツ）」に改める。 

別表の４の表中「別紙２の２⑵エ（ヌ）」を「別紙２の２エ（ヌ）」に改め、同表の次に次の表

を加える。 

５ 公用ＥＶバス 

補助金交付の目的 再エネ発電設備と接続して充電を行う公用ＥＶバスをリース方式で町
へ賃借する費用の一部を補助することにより、本町のゼロカーボンドラ
イブの推進を促し、温室効果ガスを削減することを目的とする。 

補助対象者 町がリース方式により使用する公用ＥＶバスの所有者 
補助対象事業 リース方式（当該公用ＥＶバス車両の法定耐用年数が経過するまでの

間、この要綱に基づく補助金の全額が町の負担するリース料金のうち税
抜き車両本体価格部分に充当されるものに限る。）により公用ＥＶバス
を町に賃貸する事業で、次に掲げる要件をすべて満たすものとする。 
１ 国実施要領別紙２の２オ（ヒ）に規定する交付要件を満たすこと。 
２ 他の法令又は予算制度に基づき国の負担又は補助を得て実施する
事業でないこと。 

３ その他町長が付する要件を満たすもの。 
補助金額 公用ＥＶバス本体価格（税抜き）の１／２（千円未満切捨て）以内 

 

様式第１号中 
「 
④高効率給湯器の導入 

」 
を 
「 ④高効率給湯器の導入 

」 
に改める。 

⑤公用ＥＶバスの賃貸 
 

様式第２号中 
「 
高効率給湯器の導入 円 

」 
を 
「 高効率給湯器の導入 円 

」 
に改める。 

公用ＥＶバスの賃貸 円 



 

様式第３号中 

「 
高効率給湯器の導入 円 円 円 

」 
を 
「 高効率給湯器の導入 円 円 円 

」 
に 

公用ＥＶバスの賃貸 円 円 円 

改める。 

様式第４号中 

「 
高効率給湯器の導入 円 円 

」 
を 
「 高効率給湯器の導入 円 円 

」 
に 

公用ＥＶバスの賃貸 円 円 

改める。 

様式第６号中 

「 高効率給湯器の導入 円 」 を 
 
「 高効率給湯器の導入 円 

」 
に 

公用ＥＶバスの賃貸 リース 
補助対象経費 円 
補助金額 円 

改める。 

様式第７号中 
「 
高効率給湯器の導入 円 

」 
を 
「 高効率給湯器の導入 円 

」 
に改める。 

公用ＥＶバスの賃貸 円 
 

附 則 

この要綱は、公表の日から施行する。 


